
多賀城市職員の給与等について

１　　統括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2) 職員給与費の状況(普通会計決算）

人

（3） ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

計　　Ｂ

2,599,758

１人当たり
給与費
（Ｂ／Ａ）

6,234

千円

給　　　与　　　費

給料

1,661,923

千円

279,073

千円

職員手当
期末・
勤勉手当

658,762

千円

１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準
を示す指数です。

区分

１７年度 417

職員数
Ａ

住民基本
台帳人口
(１７年度末）

区分

62,371

％千円
１７年度

人

3,882,11290,699

(参考）16年度
の人件比率

実質収支

22.3

％

22.2

人件費
Ｂ

千円

人件費率
B/A

歳出額
Ａ

千円

17,441,978

(注） １　職員手当には退職手当を含みません。

(注）

千円

２　類似団体とは、人口規模、産業構造が類似している団体をいいます。

千円

（参考）
類似団体平均
１人当たり給与費

6,869

２　職員数は、平成１７年４月１日現在の普通会計における職員数です。

(H13)
 101.4%

(H13)
 101.3%

(H13)
 97.7%

(H18)
 97.4%

(H18)
97.7%

(H18)
 93.4%

88.0%

90.0%

92.0%

94.0%

96.0%

98.0%

100.0%

102.0%

多賀城市 類似団体平均 全国市平均
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多賀城市職員の給与等について

２　　職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成１８年４月１日現在）

歳 円 円 歳 円 円

(2) 職員の初任給の状況（平成１８年４月１日現在）

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成１８年４月１日現在）

　技能労務職員には、表の経験年数に該当する職員がいないため記載しておりません。

371,384

２ 平均給与月額(国基準)は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手
当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員の基準で再計算したものです。

技能労務職

318,595

301,586

円

366,063

329,000

平　　　均
給料月額

平　　　均
給与月額

306,370

382,681

－

388,806

多賀城
市

宮城県

国

類似
団体

区分 多賀城市

一般行政職

宮城県

大学卒

138,400

134,317

円

円

円 123,900

高校卒

中学卒

区分 平均
年齢

平　　　均
給料月額

平　　　均
給与月額

平均給与月
額(国基準)

一般行政職

平均
年齢

平均給与月
額(国基準)

-

円-円-

円

円

円

320,975 341,600

円

円

経験年数１０年

212,600

-

経験年数１５年

261,260

技能労務職
円-

円

円

142,800 円

(注）

円

経験年数２０年

264,200 円

170,200

円

359,576

円

国

１ 平均給与月額は、平均給料月額に扶養手当、通勤手当、住居手当、特殊勤務手当、管理
職手当及び時間外勤務手当等を加えたものです。

176,800

338,200

356,257

328,477

高校卒

技能労務職

一般行政職

(注）

-

区分

大学卒

高校卒

中学卒

(注）

170,200

-

　技能労務職の初任給及び２年後の給料は、学歴、免許及び経験年数等により異なるため、平
均額を記載しています。

円

319,400

138,400

円

44.02

42.10

円

395,513

431,556

381,212

418,608

40.40

44.70

-

446,966

286,400

339,566

286,500

51.01

48.80

48.40

47.30

372,635

395,862
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多賀城市職員の給与等について

３　　一般行政職の級別職員数等の状況

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成１８年４月１日現在）

５級 ６級改正後 ３級

職員数標準的な職務内容

２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

％

％

構成比

係長・副主幹・主査

27 8.6人

12.1人38

47.5149

１級

区分

主事・技師２級

主事・技師

１級改正前

６級

５級 課長・参事

３級

49

(注） １　本市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

人

人課長補佐・主幹

6部長・理事

18

３級

２級

２級

次長・課長・副理事

１級 ７級

７級

４級

３　平成１８年度から、給与制度改革により級構成が次のように改正されました。

７級６級

％1.9

％

人

人

％人

％

％

8.6

5.7

９級

４級

８級

15.6

27

５級４級

１級, 8.6%
１級, 2.5% １級, 2.1%

２級, 12.1%

２級, 7.4% ２級, 4.8%

３級, 47.5%

３級, 10.4%
３級, 10.3%

４級, 15.6%

４級, 7.1%
４級, 4.8%

５級, 8.6%

５級, 42.0% ５級, 52.7%

６級, 5.7%

６級, 15.6%
６級, 9.6%

７級, 8.6% ７級, 10.0%

８級, 4.6% ８級, 3.9%
７級, 1.9%  ９級, 1.8% ９級, 1.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

18年度の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

3



多賀城市職員の給与等について

(2) 昇給期間短縮の状況

４　職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当（平成１７年度）

１人当たり平均支給年額 １人当たり平均支給年額 １人当たり平均支給年額
千円 千円 千円

（支給割合） （支給割合） （支給割合）
期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分
月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

(2) 退職手当（平成１８年４月１日現在）

（支給率） （支給率）

１人当たり平均支給額

・管理職加算　１５％～２５％

職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置

・役職加算　５％～２０％
・管理職加算　１０％～２５％

(0.75)

職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置

・役職加算　５％～２０％

国

－

3.00 1.45 月分
(1.60) (0.75)

3.00

1,579

多賀城市

月分1.45

宮城県

勤続２０年 23.50月分

早期退職特例２～２０％加算

25,890千円

59.28月分

8,961千円

59.28月分

354

自己都合 勧奨・定年
30.55月分

59.28月分 勤続３５年

－

勤続２０年

その他の加算措置

最高限度額

30.55月分
勧奨・定年

早期退職特例２～２０％加算

47.50月分
59.28月分

23.50月分
自己都合

－

41.34月分
59.28月分

33.50月分勤続２５年

（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

多賀城市

(1.60) (0.75)

1,910

3.00 月分
(1.60)

国

（注）

職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置

・役職加算　５％～１５％

1.45

人

％比率(B)/(A)

人

17.8

普通昇給期間を短縮して昇給した職員数　(B)

比率(B)/(A)

62

区分

職員数　(A)

普通昇給期間を短縮して昇給した職員数　(B)
１７
年度

１６
年度

17.5

354 人

合計

勤続２５年
47.50月分勤続３５年

最高限度額

33.50月分

　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平
均額です。

59.28月分

その他の加算措置

（注）

41.34月分

％

人63

職員数　(A)
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多賀城市職員の給与等について

(3) 地域手当（平成１８年４月１日現在）

(4) 特殊勤務手当（平成１８年４月１日現在）

(5) 時間外勤務手当

（注） １７年度決算額には下水道特別会計分は含みません。（以下、同じ。）

115,252

3%
（１％）

円68,008

311

千円

千円

128,272

支給実績（１７年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

支給実績（１６年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算）

療育指導手当

行旅病人の収容及び護送等の業務に従事した職員

円

2,210

支給単価

月額3,100円

福祉事務所において生活保護を主たる業務とする職
員

心身障害児通園施設に勤務する職員

日額900円

302 千円

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関
する法律に基づく防疫業務に従事した職員

全　職　員

月額3,000円

１回につき
2,000円

１回につき
1,300円

千円

千円

全職員

支給実績（１７年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

3%
(1%)

68,008

14.1

６種類

行旅死亡人の収容及び護送等の業務に従事した職
員

職員全体に占める手当支給職員の割合（１７年度）

手当の種類（手当数）

手当の名称

行旅死病人取扱手当

税務手当

％

35,647

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

多賀城市

支給実績（１７年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

防疫業務手当

福祉業務手当

区　　分

支給範囲

２　１８年度は、経過措置により支給率が１％になっています。

円

（注） １　１７年度決算額は、調整手当として支給された額の決算額です。

月額3,800円

市税（国民健康保険税除く。）の徴収を主たる業務と
する職員
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多賀城市職員の給与等について

(6) その他の手当（平成１８年４月１日現在）

１　配偶者　13,000円 千円 円
２　配偶者以外
ア　２人まで、それぞれ　6,000円

イ　３人目から１人につき　5,000円

１　借家・借間に居住している職員 千円 円
ア

家賃－12,000円
イ

２　自宅に居住している職員

１　交通機関等の利用者 千円 円

２　交通用具使用者（１月あたり）

３　交通機関と交通用具の併用者

千円 円

部長、局長　１７％
次長、理事　１５％
課長、室長、副理事等　１３％
出先機関の長、参事等　１０％

住
居
手
当

通
勤
手
当

運賃相当額＋交通用具使用の
額。ただし、１月あたり55,000円を
限度とする。

2,000円～24,500円
使用距離（片道）により

手当名

６月毎に６月に要する運賃等相当
額（１月あたり55,000円限度）

配偶者がいない場合、そのうち
１人につき　11,000円

同じ

同じ

扶
養
手
当

内容及び支給単価

－ 52,038

国の制度
との異同

月額23,000円以下の家賃を支
払っている職員

2,500円（居宅を新築・購入した日
から５年を経過するまでの間）

11,000円＋｛(家賃－
23,000)÷2｝で27,000円を限度

月額23,000円を超える家賃を
支払っている職員

支給実績
（１７年度決算）

国の制度
と異なる
内容

支給職員１人当たり
平均支給年額
（１７年度決算）

250,184

管
理
職
手
当

（注） 　管理職手当について、平成１９年３月まで１７％は１５.３％、１５％は１３.５％、１３％は１２.３
５％、１０％は９.５％にそれぞれ減額されています。

195,476－

管理又は監督の地位にある職員に対
し、当該職員の給料月額に次の支給
割合を乗じて得た額を支給

配偶者が扶養親族でない場
合、１人目の子　6,500円

扶養親族（子）のうち、１５歳か
ら２２歳までの間にある子　１人
につき5,000円加算

－ －

61,414

２につい
て、使用
距 離 に
よる支給
額 が 異
なる。

一部
異なる

17,788

622,419

19,100

36,100
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多賀城市職員の給与等について

５　特別職の報酬等の状況（平成１８年４月１日現在）

円 円 円
円 円 円
円 円 円

（平成１７年度支給割合）

（平成１７年度支給割合）

（算定方式） （一期の手当額） （支給時期）
給料月額×０．４４×在職期間 円
給料月額×０．２６×在職期間 円 任期毎
給料月額×０．２３×在職期間 円

６　職員定数管理の状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）

815,000 円

380,000
330,000

／

／ 550,400

300,000

類似団体における最高／最低額

481,000
412,000
384,000

776,000
687,000
622,000

円

／ 599,200

市 長
４．４月分

報
酬

議 員

退
職
手
当

　平成12年４月から、市長の給料及び期末手当は１０％を減じて、助役及び収入役の給料及び
期末手当は５％減じており、給料については（　）内の額が支給されています。

／
／

議 長

期
末
手
当

収 入 役

市 長

議 長
副 議 長

助 役

議 員

（注）

円

円

副 議 長

区　　　　分

給
料

750,000 円

助 役

収 入 役

(741,000円)
684,000円

収 入 役 7,551,360
助 役

３．３月分

9,734,400

(649,800円)

(867,600円)
780,000円

20,359,680

987,000 円 ／ 435,000市 長

給　　　料　　　月　　　額　　　等

964,000円

86 87 1
消 防 0

0

0 0

332 331 -1

0

土 木 48 48

農 林 水 産 9 10
0

1
商 工 7 7 0

0

防災業務の強化による増
0

民 生 111 108 -3
保育士及び保育所技能労務職の
退職不補充による減

23 23

0
総 務 99 100 1

0

平成１７年 平成１８年
主な増減理由（注２）

一般行政

議 会 6 6

税 務 29 29

職員数（注１） 対前年
増減数

　　　　　　　               　区　　分
   部　　門

普
通
会
計
部
門

衛 生
労 働

計

特別行政
教 育

0小計

<参考>
人口1,000人当たりの職員数
6.70人
(類似団体の人口1,000人当たり職
員数6.71人)

418 418

<参考>
人口1,000人当たりの職員数
5.31人
(類似団体の人口1,000人当たり職
員数4.97人)

病休職員の補てん
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多賀城市職員の給与等について

(2) 年齢別職員構成（平成１８年４月１日現在）

(3) 定員管理の数値目標及び進捗状況
① 平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

(参考)　多賀城市行財政アクションプランにおける定員管理の数値目標（数・率）

31458 45 43 036 21 18 402 8 16 27

66 65 -1

[502] [502]

484 483
-1

25

-2
下 水 道 17 15 -2

3

水 道 27 25

職員数

５２才
～
５５才

４０才
～
４３才

４４才
～
４７才

４８才
～
５１才

合　　計

５６才
～
５９才

計区分
２０才
未満

２０才
～
２３才

６０才
以上

２４才
～
２７才

２８才
～
３１才

３２才
～
３５才

３６才
～
３９才

平成17年4月1日 平成36年4月1日 370人体制の樹立
始期 終期

計画期間
数値目標

純減数

25人

純減率

5.15%

平成17年4月1日
職　員　数

485人

平成22年4月1日
職　員　数

460人

公営企業
等会計部門 そ の 他

小 計
<参考>
人口1,000人当たりの職員数
7.74人

介護支援室の設置による増

上下水道事業の統合による減

22

0

2
4

6
8

10

12
14

16
18

20

構成比

５年前の構成比

%
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多賀城市職員の給与等について

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況(実績)の概要
各年４月１日現在

- -
- - -

差　　　引（d-e） -1 - - - -

-

-

- -
採用者数（e） 7 - - - -

- - -退職者数（d） 8 -
- - - -

-25 - -124

実績

実職員数 485 484 - - -

372
増減 -1 -2 -2 -9 -11

482 480 471 460
全部門

職員数 485 484

H21
(４年目)

H22
(５年目)

増減
小計

H36
(20年目)

増減
合計

H17 H18
(１年目)

H19
(２年目)

H20
(３年目)
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多賀城市職員の給与等について

７　公営企業職員の状況

(1) 水道事業

①職員給与費の状況

決算　　

　 ％ ％

職員手当には退職手当を含みません。

②職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成１８年４月１日現在）

歳 円 円

③職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

（注）　支給割合、加算措置の状況は、多賀城市一般行政職と同一です。

イ　退職手当
支給率、加算措置の状況は、多賀城市一般行政職と同一です。

6,971

367,921

（参考）
団体平均１人
当たり給与費

一人当たり
給与費

（参考）１６年度の総
費用に占める職員給

与費比率

10.35

総費用に占める
職員給与費比率

職員手当

13,971
千円

期末・
勤勉手当

45,076

44.8
（注） 平均月収額には、期末勤勉手当を含みます。

多賀城市

千円 千円

376,947

千円

団体平均

552,351

（注）
113,295
千円

47.01

172,342

計

千円

給与費

1,707,536

純損益又は
実質収支

職員給与費

千円

給　料
職員数

千円
6,629

区分 平均基本給 平均月収額

１７年度 26人

577,214

平均年齢

千円

区分
総費用

区分

多賀城市
１人当たり平均支給額（１７年度） １人当たり平均支給額（１７年度）

団体平均

306,700 172,342

千円1,734 千円 1,788

１７年度
10.09

（Ｂ／Ａ）

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ
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多賀城市職員の給与等について

ウ　特殊勤務手当（平成１８年４月１日現在）

エ　時間外勤務手当

（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

オ　その他の手当（１８年４月１日現在）

１種類

5,070

756,017

83,065

千円

円196,462

円

円

円177,000

管理職手当

内容及び支給単価

一般行政職に同じ。

扶養手当

住居手当

通勤手当

37,200 円

支給実績（１７年度決算） 186

区　　分 全　職　員

支給実績（１６年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（１７年度） 18.5

4,874 千円

千円職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算） 211

月額3,100円

％

手当の種類（手当数）

支給範囲

支給実績（１７年度決算）

徴収・停水業務手当 徴収及び給水停止の業務に従事する職員

手当の名称

千円

支給単価

千円職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算） 212

手当名

2,268

千円708

千円2,554

千円

千円

1,246

支給実績

（１７年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額
（１７年度決算）
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多賀城市職員の給与等について

(2) 下水道事業

①職員給与費の状況

決算　　

　 ％ ％

職員手当には退職手当を含みません。

②職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成１８年４月１日現在）

歳 円 円

③職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

支給割合、加算措置の状況は、多賀城市一般行政職と同一です。

イ　退職手当
支給率、加算措置の状況は、多賀城市一般行政職と同一です。

6972

（参考）１６年度の総
費用に占める職員給

与費比率

3.2

（参考）
団体平均１人
当たり給与費

総費用に占める
職員給与費比率

千円

給与費 一人当たり
給与費

給　料 職員手当

千円 千円

期末・
勤勉手当

計
（Ｂ／Ａ）

千円

Ｂ／Ａ
千円

区分
歳出額

実質収支
人件費

Ａ Ｂ

438,613

区分 職員数

１７年度
千円

3,542,278
下水道事業は、１８年度から企業会計が適用されました。１７年度は特別会計となってお
ります。

126,878 3.6
千円

１７年度 １６人
千円

（注）
6,78769,837 10,779 27,980 108,596

千円

区分 平均年齢 平均基本給 平均月収額

下水道事業
46.6 368,712 580,908

団体平均
44.6 380,230 581,893

（注） 平均月収額には、期末勤勉手当を含みます。

多賀城市 団体平均
１人当たり平均支給額（１７年度） １人当たり平均支給額（１７年度）

1,646 千円 1,774 千円
（注）

（注）
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多賀城市職員の給与等について

ウ　時間外勤務手当

（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

エ　その他の手当（１８年４月１日現在）

職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算） 297 千円

支給実績（１７年度決算） 4,749 千円

内容及び支給単価
支給実績

支給職員１人当たり
平均支給年額
（１７年度決算）（１７年度決算）

円

259,900 円

住居手当 618 千円 309,000 円

扶養手当

一般行政職に同じ。

管理職手当 653 千円 652,782

62,450 円

2,599 千円

通勤手当 749 千円

手当名
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